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運 用 報 告 書（全体版） 
第30期＜決算日2019年９月25日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 
信 託 期 間 2004年６月１日から無期限です。 

運 用 方 針 

わが国の物価連動国債に投資を行い、長期的に、
物価の動きに追随する投資成果を目指して運用を
行います。 
物価の上昇から “ファンドの実質的な資産価値” を
守ることを目指します。 

主要投資対象 

ＭＨＡＭ物価連動 
国 債 フ ァ ン ド 

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファ
ンド受益証券を主要投資対象とし
ます。 

ＭＨＡＭ物価 
連 動 国 債 
マザーファンド 

わが国の物価連動国債を主要投資
対象とします。 

運 用 方 法 
物価連動国債を中心とする組入公社債の平均残存
期間は、７年±３年程度とすることを基本としま
す。 

組 入 制 限 

ＭＨＡＭ物価連動 
国 債 フ ァ ン ド 外貨建資産への投資は行いません｡ 

ＭＨＡＭ物価 
連 動 国 債 
マザーファンド 

外貨建資産への投資は行いません｡ 

分 配 方 針 

毎期、原則として経費控除後の繰越分を含めた配
当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の
全額を分配対象額の範囲とし、分配金額は、利息
収入相当分を中心とし、委託会社が基準価額の水
準、市況動向等を勘案して決定します。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 
愛称：未来予想 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「ＭＨＡＭ物価連動国債ファン

ド」は、2019年９月25日に第30期の
決算を行いました。ここに、運用経過等
をご報告申し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 
 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 税 込 み 

分 配 金 
期 中 
騰 落 率  期 中 

騰 落 率 
 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

26期（2017年９月25日） 11,234 0 △0.6 10,386 0.5 98.1 － 36,095 
27期（2018年３月26日） 11,388 0 1.4 10,427 0.4 99.1 － 33,112 
28期（2018年９月25日） 11,239 0 △1.3 10,469 0.4 98.3 － 29,896 
29期（2019年３月25日） 11,232 0 △0.1 10,505 0.3 98.2 － 27,589 
30期（2019年９月25日） 11,222 0 △0.1 10,531 0.2 98.8 － 25,415 
（注１）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注２）「債券先物比率」は、買建比率－売建比率です。 
（注３） 参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）』から算出した物価連動国債の適用指数について設

定日の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は
2010年基準に、2016年９月10日以降は2015年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施しています（以下同じ）。 

（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年３月25日 11,232 － 10,505 － 98.2 － 

３月末 11,224 △0.1 10,503 △0.0 98.0 － 
４月末 11,177 △0.5 10,500 △0.0 98.8 － 
５月末 11,208 △0.2 10,519 0.1 98.8 － 
６月末 11,243 0.1 10,545 0.4 98.7 － 
７月末 11,218 △0.1 10,557 0.5 99.0 － 
８月末 11,202 △0.3 10,544 0.4 98.8 － 

（期 末）       
2019年９月25日 11,222 △0.1 10,531 0.2 98.8 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）「債券先物比率」は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年３月26日から2019年９月25日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。 
 
基準価額の主な変動要因 
「ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド」受益証券（以下「マザーファンド」といいます）への投資を
通じて、主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、物価連動国債の価格が概ね横ばいとなっ
たことから、当ファンドの基準価額は概ね横ばいとなりました。 
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投資環境 
●物価連動国債市況 
 

 

当期間の物価連動国債市場は、ＮＯＭＵＲＡ物
価連動国債インデックスでみると、0.18％上昇
しました。 
全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合、以
下コアＣＰＩ）が緩やかに上昇したことや物価連
動国債とほぼ同残存の固定利付き国債利回りが低
下したことがプラスに寄与した一方、期待インフ
レ率※がリスクオフの傾向等により低下したこと
がマイナスに影響しました。 
 
（※）期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年長期国債

との利回り格差（物価連動国債が償還までにどれだけの物価上昇
（年率）を織り込んでいるかを示す値） 

 

 
（注１） 期首を100として指数化しています。 
（注２） NOMURA物価連動国債インデックス（NOMURA J-TIPS 

Index）とは日本国が発行した物価連動国債のみを対象とする
投資収益指数です。 

（注３） NOMURA物価連動国債インデックスの知的財産権その他一切
の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式
会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証する
ものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負い
ません。 

 

 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 
前期の運用報告書に記載した運用の基本方針に基づき、マザーファンドの組入比率は期を通して高位
を維持しました。 
 
●ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 
マザーファンドの運用の基本方針に基づき、物価連動国債を高位に組み入れた運用を継続しました。
なお、物価連動国債以外の公社債は組み入れませんでした。当期間の投資行動としては、第24回物価連
動国債の組み入れを行ったほか、資金流出に伴い保有している物価連動国債を一部売却しました。債券
組入比率は高位を維持しました。 
このような運用の結果、コアＣＰＩは緩やかに上昇したことや物価連動国債とほぼ同残存の固定利付
き国債利回りが低下したことがプラスに寄与した一方、期待インフレ率がリスクオフの傾向等により低
下したことがマイナスに影響し、基準価額は概ね横ばいとなりました。 
 



 
010_3170953711911.doc 

― 4 ― 

〔組入上位銘柄〕 
2019年３月25日現在 

順位 銘柄 利率 償還日 比率 
１ 18回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/３/10 23.8% 
２ 19回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/９/10 17.1% 
３ 17回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2023/９/10 15.3% 
４ 21回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2026/３/10 15.1% 
５ 23回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2028/３/10 11.3% 

 
2019年９月25日現在 

順位 銘柄 利率 償還日 比率 
１ 19回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/９/10 18.6％ 
２ 21回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2026/３/10 16.3％ 
３ 18回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/３/10 13.5％ 
４ 23回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2028/３/10 12.3％ 
５ 22回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2027/３/10 11.8％ 

（注）比率は、ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドの純資産総額に対する投資割合。 
 
ベンチマークとの差異について 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
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分配金 
当期の収益分配金は、基準価額の水準、市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきまし
た。なお、収益分配に充てなかった収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
当期 

2019年３月26日 
～2019年９月25日 

当期分配金（税引前） －円 
対基準価額比率 －％ 
当期の収益 －円 
当期の収益以外 －円 

翌期繰越分配対象額 1,282円 

（注１） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨
てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金 
(税引前）」の額が一致しない場合があります。 

（注２） 当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引前)｣ 
の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五入して
います。 

（注３） ｢当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控
除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充
当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立
金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 

 

 
今後の運用方針 
物価連動国債市場は、長期的には底堅く推移する展開を想定します。日本銀行は2018年に政策金利
のフォワードガイダンスを導入し、さらに2019年４月には、2020年春頃まできわめて低い長短金利水
準を維持する、とフォワードガイダンスの明確化を打ち出しています。日本銀行が金融緩和を通じ物価
目標達成を目指す方針に変わりは無いことや、足元の労働需給の逼迫は、長い目で見れば物価上昇要因
となる見込みであり、徐々に物価上昇への期待が高まってくると考えます。 
 
●当ファンド 
当ファンドの運用方針に従い、マザーファンドの組入比率を高位に維持します。 
 
●ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 
公社債の組入比率を高位に維持することを基本としつつ、景気・物価動向、金融・財政政策や利回り
曲線の形状、物価連動国債の銘柄分析等を通じ、ポートフォリオを構築する方針です。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第30期 

項目の概要 （2019年３月26日 
～2019年９月25日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 24円 0.217％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は11,202円です。 

（投信会社） （ 9） （0.084） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 13） （0.114） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 2） （0.019） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）その他費用 0 0.001 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（監査費用） （ 0） （0.001） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 

合計 24 0.218  
（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、その他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2019年３月26日から2019年９月25日まで）  
 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 100,005 130,300 1,785,309 2,326,030 
 
■利害関係人との取引状況等（2019年３月26日から2019年９月25日まで）  【ＭＨＡＭ物価連動国債ファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引等はありません。 

 
【ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 2,940 － － 4,939 1,714 34.7 
 
平均保有割合 99.7％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 

 
■組入資産の明細  親投資信託残高 

 期首（前期末） 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 21,127,434 19,442,130 25,401,144 
 
■投資信託財産の構成 2019年９月25日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 25,401,144 99.3 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 174,651 0.7 
投 資 信 託 財 産 総 額 25,575,795 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2019年９月25日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 25,575,795,778円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 159,971,721 
Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債 
マ ザ ー フ ァ ン ド(評価額)  25,401,144,057 

未 収 入 金 14,680,000 
（B） 負 債 159,929,869 

未 払 解 約 金 102,236,436 
未 払 信 託 報 酬 57,489,134 
そ の 他 未 払 費 用 204,299 

（C） 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 25,415,865,909 
元 本 22,647,820,481 
次 期 繰 越 損 益 金 2,768,045,428 

（D） 受 益 権 総 口 数 22,647,820,481口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,222円 

 
（注）期首における元本額は24,563,934,814円、当期中における追

加 設 定 元 本 額 は 560,014,113 円 、 同 解 約 元 本 額 は
2,476,128,446円です。 

■損益の状況 
 

当期 自2019年３月26日 至2019年９月25日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 △37,271円 
受 取 利 息 230 
支 払 利 息 △37,501 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 35,500,179 
売 買 益 53,738,448 
売 買 損 △18,238,269 

（C） 信 託 報 酬 等 △57,693,433 
（D） 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △22,230,525 
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 △753,327,043 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 3,543,602,996 

(配 当 等 相 当 額) (2,578,353,276) 
(売 買 損 益 相 当 額) (965,249,720) 

（G） 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 2,768,045,428 
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 2,768,045,428 
追 加 信 託 差 損 益 金 3,543,602,996 
(配 当 等 相 当 額) (2,578,397,323) 
(売 買 損 益 相 当 額) (965,205,673) 
分 配 準 備 積 立 金 326,000,265 
繰 越 損 益 金 △1,101,557,833 

 
（注１） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項       目 当   期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 0円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 
(ｃ) 収 益 調 整 金 2,578,397,323 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 326,000,265 
(ｅ) 当 期 分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 2,904,397,588 
(ｆ) １ 万 口 当たり当期分配対象額 1,282.42 
(ｇ) 分 配 金 0 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0 
 

 
■分配金のお知らせ 
 
収益分配金につきましては、基準価額の水準および市況動向等を勘案し、無分配とさせていただきました。 
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 
運用報告書 

第16期（決算日 2019年９月25日） 
（計算期間 2018年９月26日～2019年９月25日） 

 
ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドの第16期の運用状況をご報告申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2004年３月３日から無期限とします。 

運 用 方 針 
主としてわが国の物価連動国債に投資を行い、将来のインフレリスクをヘッ
ジし、実質的な資産価値の保全を図りつつ、安定した収益の確保と信託財産
の中・長期的な成長を目指します。 

主 要 投 資 対 象 わが国の物価連動国債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 

 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率  期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
12期（2015年９月25日） 13,252 △1.9 10,333 △0.0 97.0 － 63,235 
13期（2016年９月26日） 12,955 △2.2 10,282 △0.5 99.3 － 45,071 
14期（2017年９月25日） 12,971 0.1 10,329 0.5 98.3 － 36,110 
15期（2018年９月25日） 13,030 0.5 10,412 0.8 98.4 － 29,962 
16期（2019年９月25日） 13,065 0.3 10,473 0.6 98.9 － 25,463 
（注１）「債券先物比率」は、買建比率－売建比率です。 
（注２） 参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）』から算出した物価連動国債の適用指数について設定日

の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は2010年
基準に、2016年９月10日以降は2015年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施しています（以下同じ）。 

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2018年９月25日 13,030 － 10,412 － 98.4 － 

９月末 13,049 0.1 10,411 △0.0 98.5 － 
10月末 13,039 0.1 10,427 0.2 99.0 － 
11月末 13,071 0.3 10,444 0.3 98.1 － 
12月末 12,980 △0.4 10,466 0.5 99.0 － 

2019年１月末 13,014 △0.1 10,479 0.6 98.6 － 
２月末 13,003 △0.2 10,465 0.5 97.9 － 
３月末 13,041 0.1 10,445 0.3 98.2 － 
４月末 12,990 △0.3 10,443 0.3 99.0 － 
５月末 13,031 0.0 10,462 0.5 98.9 － 
６月末 13,076 0.4 10,487 0.7 98.8 － 
７月末 13,052 0.2 10,499 0.8 99.1 － 
８月末 13,037 0.1 10,486 0.7 98.9 － 

（期 末）       
2019年９月25日 13,065 0.3 10,473 0.6 98.9 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）「債券先物比率」は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2018年９月26日から2019年９月25日まで） 
 
基準価額等の推移 
   

 
   （注）参考指数は、期首の値を基準価額に合わせて指数化しています。 
 
基準価額の主な変動要因 
主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、当ファンドの基準価額は上昇しました。 
 
投資環境 
  当期間の物価連動国債市場は、ＮＯＭＵＲＡ物

価連動国債インデックスでみると、0.33％上昇し
ました。 
全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合、以
下コアＣＰＩ）が緩やかに上昇したことや物価連
動国債とほぼ同残存の固定利付き国債利回りが低
下したことがプラスに寄与した一方、期待インフ
レ率※がリスクオフの傾向等により低下したことが
マイナスに影響しました。   
（※） 期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年長期国債

との利回り格差（物価連動国債が償還までにどれだけの物価上昇
（年率）を織り込んでいるかを示す値） 

 
（注）期首を100として指数化しています。  
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ポートフォリオについて 
当ファンドの運用の基本方針に基づき、物価連動国債を高位に組み入れた運用を継続しました。なお、
物価連動国債以外の公社債は組み入れませんでした。当期間の投資行動としては、新たに発行された第
24回物価連動国債等を購入した一方、資金流出などに伴い物価連動国債を一部売却しました。債券組入
比率は高位を維持しました。 
上記運用の結果、基準価額は上昇しました。 
 
〔組入上位銘柄〕 

期首 
順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ 18回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/３/10 24.6％ 
２ 17回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2023/９/10 24.3％ 
３ 19回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/９/10 15.8％ 
４ 21回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2026/３/10 13.9％ 
５ 22回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2027/３/10 10.0％ 

 
期末 

順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ 19回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/９/10 18.6％ 
２ 21回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2026/３/10 16.3％ 
３ 18回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2024/３/10 13.5％ 
４ 23回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2028/３/10 12.3％ 
５ 22回 物価連動国債（10年） 0.1％ 2027/３/10 11.8％ 

（注）純資産総額に対する債券組入比率。 

 
今後の運用方針 
（市況見通し） 
物価連動国債市場は、長期的には底堅く推移する展開を想定します。日本銀行は2018年に政策金利
のフォワードガイダンスを導入し、さらに2019年４月には、2020年春頃まできわめて低い長短金利水
準を維持する、とフォワードガイダンスの明確化を打ち出しています。日本銀行が金融緩和を通じ物価
目標達成を目指す方針に変わりは無いことや、足元の労働需給の逼迫は、長い目で見れば物価上昇要因
となる見込みであり、徐々に物価上昇への期待が高まってくると考えます。 
 
（今後の運用方針） 
公社債の組入比率を高位に維持することを基本としつつ、景気・物価動向、金融・財政政策や利回り
曲線の形状、物価連動国債の銘柄分析等を通じ、ポートフォリオを構築する方針です。 
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■１万口当たりの費用明細  
計算期間中に発生した費用はございません。 
 
■売買及び取引の状況（2018年９月26日から2019年９月25日まで）  公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 国 債 証 券 
千円 千円 

4,471,310 8,818,446 
 （－） 

（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
■利害関係人との取引状況等（2018年９月26日から2019年９月25日まで） 
 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 4,471 － － 8,818 1,714 19.4 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 
（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ちＢＢ格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
国 債 証 券 23,849,000 25,175,999 98.9 － 57.4 41.5 － 

合 計 23,849,000 25,175,999 98.9 － 57.4 41.5 － 
（注）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 当 期 末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 

（国債証券） ％ 千円 千円  
１７回 物価連動国債（１０年） 0.1000 2,226,000 2,386,503 2023/09/10 
１８回 物価連動国債（１０年） 0.1000 3,223,000 3,449,041 2024/03/10 
１９回 物価連動国債（１０年） 0.1000 4,526,000 4,727,044 2024/09/10 
２０回 物価連動国債（１０年） 0.1000 1,270,000 1,332,255 2025/03/10 
２１回 物価連動国債（１０年） 0.1000 3,953,000 4,161,033 2026/03/10 
２２回 物価連動国債（１０年） 0.1000 2,842,000 3,016,198 2027/03/10 
２３回 物価連動国債（１０年） 0.1000 2,984,000 3,144,598 2028/03/10 
２４回 物価連動国債（１０年） 0.1000 2,825,000 2,959,323 2029/03/10 

合   計  23,849,000 25,175,999  
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■投資信託財産の構成 2019年９月25日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

公 社 債 25,175,999 98.8 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 302,354 1.2 
投 資 信 託 財 産 総 額 25,478,353 100.0 
 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 

 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2019年９月25日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 25,478,353,735円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 301,355,900 
公 社 債（評価額） 25,175,999,030 
未 収 利 息 998,805 

（B） 負 債 14,860,000 
未 払 解 約 金 14,860,000 

（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 25,463,493,735 
元 本 19,489,536,383 
次 期 繰 越 損 益 金 5,973,957,352 

（D） 受 益 権 総 口 数 19,489,536,383口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 13,065円 

 
（注１）期首元本額 22,994,983,540円 

追加設定元本額 430,779,528円 
一部解約元本額 3,936,226,685円 

（注２）期末における元本の内訳 
日本３資産ファンド（年１回決算型） 5,417,023円 
ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 19,442,130,928円 
ＭＨＡＭ物価連動国債ファンドＶＡ［適格機関投資家専用］ 41,988,432円 
期末元本合計 19,489,536,383円 

■損益の状況 
 

当期 自2018年９月26日 至2019年９月25日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 26,084,425円 
受 取 利 息 26,384,652 
支 払 利 息 △300,227 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 43,473,430 
売 買 益 68,733,422 
売 買 損 △25,259,992 

（C） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 69,557,855 
（D） 前 期 繰 越 損 益 金 6,967,475,340 
（E） 解 約 差 損 益 金 △1,193,063,315 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 129,987,472 
（G） 合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 5,973,957,352 

次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 5,973,957,352 
 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
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